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第１章 人員、設備および運営の基準 

 遵守すべき基準は、「市川市介護予防・日常生活支援総合事業の第１号訪問事業及び第１号通所事

業に係る人員、設備及び運営並びに第１号訪問事業及び第１号通所事業に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準（平成 28 年告示第 109 号。以下「運営等基準」という。）」ですが、

運営等基準は最低限度の基準を定めたものであり、介護予防訪問型サービス事業者は常に事業の運

営の向上に努める必要があります。 

 

１ 人員基準について  

介護予防訪問型サービス事業の提供に必要な人員配置は以下のとおりとなります。 

⑴ 訪問介護員等 

ア 介護福祉士、介護職員初任者研修修了者、介護職員実務者研修修了者、（旧）介護職員基礎

研修課程修了者、（旧）訪問介護員１級・２級の研修課程修了者、看護師、准看護師、保健師

または生活援助従事者研修修了者 

 注）生活援助従事者研修修了者は生活援助中心型サービスにのみ従事可能です。 

イ 常勤換算法で 2.5 以上  

⑵ サービス提供責任者 

ア 介護福祉士、介護職員実務者研修修了者、（旧）介護職員基礎研修課程修了者、（旧）訪問介

護１級過程修了者、看護師、准看護師または保健師 

イ 常勤専従。ただし、サービス提供に支障がない場合は以下の他業務の兼務ができます。 

・ 同一敷地内にある定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務 

・ 同一敷地内にある夜間対応型訪問介護事業所の職務 

ウ 事業所ごとに、利用者の数が 40 またはその端数を増すごとに１人以上。この場合、利用

者の数に応じ常勤換算方法によることができます。 

 注）常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し、かつ、サービス提供責任者の業務に主と

して従事する者を１人以上配置している事業所において、サービス提供責任者が行う業務

が効率的に行われている場合には、当該事業所に置くべきサービス提供責任者の員数は、

利用者の数が５０またはその端数を増すごとに１人以上とすることができます。 

エ 利用者の数は、前３か月の平均値として下さい。新規指定の場合は推定数とします。 

注）介護予防訪問型サービス事業所と訪問介護事業所が同一の事業所において一体的に運営

されている場合は、訪問介護の基準を満たすことをもって、上記⑴、⑵を満たしていると

みなすことができます。 

⑶ 管理者 

常勤、専従である者の配置が必要です。 

注）管理上支障がない場合は、事業所の他の職務、または他の事業所や施設の職務に従事す

ることができます。 

注）管理すべき事業所数が過剰である場合など、支障があると判断する場合があります。 

⑷ 人員配置基準における両立支援への配慮 
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仕事と育児や介護との両立が可能となる環境整備を進め、職員の離職防止・定着促進を図る

観点から、人員配置基準や報酬算定において、育児・介護休業取得の際の非常勤職員による代

替職員の確保や、短時間勤務等を行う場合にも「常勤」として取扱うことを可能とします。 

ア 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第

113 号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）または育児・

介護休業法第２条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、介護休業等育児

又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育児・介護休

業法」という。）第 23 条第１項、同条第３項または同法第 24 条に規定する所定労働時間の

短縮等の措置もしくは厚生労働省「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライ

ン」に沿って事業者が自主的に設ける所定労働時間の短縮措置が講じられている場合、30 時

間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たし

たものとし、１として取り扱うことを可能とします。 

イ 「常勤」とは、事業所における勤務時間が、事業所において定められている常勤の従業者が

勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）に達していることをい

うものです。ただし、母性健康管理措置または育児および介護のための所定労働時間の短縮等

の措置が講じられている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整って

いる場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことを可能

とします。 

ウ 人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法（昭和 22 年法律

第 49 号）第 65 条に規定する休業、母性健康管理措置、介護休業、同条第２号に規定する

介護休業、同法第 23 条第２項の育児休業に関する制度に準ずる措置または同法第 24 条第

１項（第２号に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制

度に準じて講ずる措置による休業を取得中の期間において、当該人員基準において求められ

る資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基

準を満たすことが可能であることとします 

 

２ 設備基準について  

 〇 介護予防訪問型サービス事業の提供に必要な設備、備品は以下のとおりとなります。 

  ・ 事業の運営を行うために必要な広さを有する区画を設けるほか、サービス提供に必要な設

備および備品等を備える必要があります。 

  注）介護予防訪問型サービス事業所と訪問介護事業所が同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合は、訪問介護の基準を満たすことをもって上記を満たしているとみなすことが

できます。 

 

３ 運営基準について  

⑴ 内容および手続きの説明と同意 

  サービスの提供開始前に、以下の内容を記載した文書を交付等して説明を行い、利用申込者

からサービス提供を受けることについて同意を得て下さい。 

ア 運営規程の概要 

イ 訪問介護員等の勤務体制 

ウ 事故発生時の対応 

エ 苦情処理の体制等 
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オ 提供するサービスの第三者評価の実施状況 

同意は書面により確認することが望ましいです。なお、文書の交付および書面による同意

に代えて、電磁的方法による提供および同意を得ることも可能です。 

⑵ サービス提供拒否の禁止 

正当な理由なくサービスの提供を拒むことはできません。特に、要介護度や所得の多寡を理

由に提供を拒否することは禁止されています。正当な理由とは以下の場合を指します。 

ア 事業所の現員から利用申込に応じきれない場合 

イ 利用申込者の居住地が通常の事業の実施地域外である場合 

ウ その他適切なサービスを提供することが困難な場合 

⑶ サービス提供が困難な場合の対応 

通常の事業の実施地域外である等、利用申込者に対しサービス提供することが困難な場合に

は、第１号介護予防支援事業者等への連絡、他の介護予防訪問型サービス事業者の紹介などを

速やかに実施して下さい。 

⑷ 受給資格の確認 

サービス提供を求められた場合には、被保険者証で被保険者資格、要支援認定の有無および

要支援認定の有効期間を確かめて下さい。被保険者証に認定審査会の意見が記載されている場

合には、その内容に配慮したサービス提供をするよう努めて下さい。 

⑸ 要支援認定申請の援助 

利用申込者が要支援認定を受けていない場合には、要支援認定の申請が行われているかまた

は基本チェックリストに対する回答を行っているかを利用申込者に確認し、申請または回答が

行われていないときには、必要な援助を行って下さい。また、遅くとも、要支援認定の有効期間

満了日の 30 日前までには更新申請が行われるよう必要な援助を行って下さい。 

⑹ 心身の状況等の把握 

サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、置かれている環境、保健医療サービ

スや福祉サービスの利用状況等を把握するよう努めて下さい。 

⑺ 第 1 号介護予防支援事業者等との連携 

担当の第１号介護予防支援事業者、保健医療サービスや福祉サービス事業者との連携に努め

て下さい。 

⑻ 第１号事業支給費の支給を受けるための援助 

第１号事業サービス計画等が作成されていない等、法定代理受領の要件を満たしていない場

合には、利用申込者等にその旨を説明する等、必要な援助を行って下さい。 

⑼ 第１号事業サービス計画等に沿ったサービスの提供 

第１号事業サービス計画等が作成されている場合には、計画に沿ってサービスを提供して下

さい。 

⑽ 第１号事業サービス計画等の変更の援助 

利用者が第１号事業サービス計画の変更を希望する場合には、担当の第 1 号介護予防支援事

業者等へ連絡するようにして下さい。 

⑾ 身分を証する書類の携行 

訪問介護員等に証する書類を携行させて下さい。利用者またはその家族から求められたとき

は、これを提示するように指導して下さい。 

⑿ サービス提供の記録 

サービスを提供した際には、提供日、内容、法定代理受領によって支払いを受ける費用の額
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等をサービス利用票等に記載して下さい。また、提供した具体的なサービスの内容を記録し、

利用者からの申出があった場合には、その内容を文書の交付等により提供して下さい。 

⒀ 利用料等の受領 

サービスを提供した場合には、利用者から自己負担分（1 割、2 割または 3 割）の支払いを

受けて下さい。法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供し、利用者から利用料の支

払いを受ける場合には、法定代理受領サービスとして支払いを受ける額と比べ、不合理な差額

を設けないようにして下さい。 

通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において介護予防訪問型サービス事業を行う場合は

それに要した交通費の額の支払いを利用者から受けることができます。 

⒁ 保険給付の請求のための証明書の交付 

法定代理受領サービスに該当しないサービスに係る利用料の支払いを受けた場合には、その

サービスの内容、費用の額等を記載したサービス提供証明書を利用者に交付等して下さい。 

⒂ 同居家族に対するサービス提供の禁止 

その同居の家族である利用者に対するサービスの提供を行ってはいけません。 

⒃ 利用者に関する市川市への通知 

利用者が、正当な理由なしにサービス利用に関する指示に従わず、要支援状態等の程度を増

進させた場合や、不正な行為等により保険給付を受けたり、受けようとしたりした場合には、

速やかに市川市へ報告して下さい。 

⒄ 緊急時等の対応 

サービス提供中に、利用者の症状の急変が生じた場合等には、速やかに主治医への連絡を行

う等必要な措置を講じるようにして下さい。 

⒅ 管理者およびサービス提供者の責務 

ア 管理者は従業者の管理、業務の実施状況等の管理を行って下さい。また、従業者に対し、運

営に係る基準を遵守させるための必要な指揮命令を行って下さい。 

イ サービス提供責任者は以下の業務を行って下さい。 

・ 利用申込みに係る調整 

・ 利用者の状態変化や意向を定期的に把握 

・ 第 1 号介護予防支援事業者等その他保険医療サービスまたは福祉サービスを提供する者

に対し、サービス提供にあたり把握した利用者の服薬状況、口 腔
く う

機能その他の利用者の心

身の状態および生活状況に係る必要な情報の提供 

・ サービス担当者会議への出席等第 1 号介護予防支援事業者等その他保険医療サービスま

たは福祉サービスを提供する者との連携 

・ 訪問介護員等に対し、具体的な援助目標および援助内容を指示するとともに、利用者の 

状況について伝達 

・ 訪問介護員等の業務の実施状況の把握および能力や希望を踏まえた業務管理 

・ 訪問介護員等に対する研修、技術的指導の実施 

・ その他サービス内容の管理について必要な業務の実施 

⒆ 運営規程 

以下の重要事項を定めて下さい。 

ア 事業の目的および運営の方針 

イ 従業者の職種、員数および職務の内容 

ウ 営業日および営業時間 
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エ サービスの内容および利用料、その他の費用 

オ 通常の事業の実施地域 

カ 緊急時等における対応方法 

キ 虐待の防止のための措置に関する事項 

ク その他運営に関する重要事項 

⒇ 介護等の総合的な提供 

事業の運営にあたっては、入浴、排泄、食事等の介護または調理、洗濯、掃除等の家事を常に

総合的に提供するものとし、特定の支援に偏ってはいけません。 

 (２１) 勤務体制の確保等 

ア 従業者の日々の勤務時間、常勤非常勤の別、訪問介護員、サービス提供責任者の配置、管理

者との兼務関係を明確にした月ごとの勤務表を作成して下さい。 

イ 従業者の資質向上のために、研修の機会を確保して下さい。 

ウ 職場において行われる性的な言動および優越的な関係を背景とした言動であって業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより当該事業者の就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置等を講ずる必要があります 。 

具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講

ずべき措置等についての指針（平成 18 年厚生労働省告示第 615 号）および事業主が職場

における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等

についての指針（令和２年厚生労働省告示第５号）において規定されているとおりとなりま

す。 

(２２) 業務継続計画の策定等 

ア 感染症または非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施

するための計画および非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この項目にお

いて「業務継続計画」という。）を策定し、業務継続計画に従い必要な措置を講じて下さい。 

イ 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修および訓練を定期的

に実施して下さい。 

ウ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行って下さい。 

(２３) 衛生管理等 

ア 訪問介護員の清潔の保持および健康状態について必要な管理を行い、その他の設備等につ

いて、衛生的な管理に努めて下さい。 

イ 感染症の発生予防、まん延防止のために次の措置を講じて下さい。 

 (ア) 事業所における感染症の予防およびまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができます。）をおおむね６か月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、従業者に周知徹底を図って下さい。 

(イ) 事業所における感染症の予防およびまん延の防止のための指針を整備して下さい。 

(ウ) 従業者に対し、感染症の予防およびまん延の防止のための研修および訓練を定期的に実

施して下さい。 

(２４) 掲示 

ア 運営規程の概要、従業者の勤務の体制等の重要事項（以下、「重要事項」という。）につい

て、事業所内に掲示等して下さい。 

イ 重要事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧

させることにより、上記アの規定による掲示に代えることができます。 
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ウ 原則として、重要事項をウェブサイトに掲載してください。 

注）ウェブサイトは法人のホームページ等または介護サービス情報公表システムを指します。 

(２５) 秘密保持等 

ア 従業者は、正当な理由なく、業務上知り得た利用者や家族の秘密を漏らさないようにして

下さい。 

イ 従業者であった者が、正当な理由なく、業務上知り得た利用者や家族の秘密を漏らさない

よう、雇用時に取り決めをする等の必要な措置を講じて下さい。 

ウ サービス担当者会議等において、利用者や家族の個人情報を用いる場合には、事前に利用

者や家族からの同意を文書等で得るようにして下さい。 

(２６) 広告 

虚偽または誇大な内容の広告はしないで下さい。 

(２７) 不当な働きかけの禁止 

第１号事業サービス計画等の作成または変更に際して、第 1 号介護予防支援事業者等の担当

職員等（市川市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２６年条例第４１号）

第５条第１項に規定する担当職員、同条第２項の介護支援専門員または第１号介護予防支援事

業に従事する者をいう。）または居宅要支援被保険者等に対して利用者に必要のないサービスを

計画に位置付けるよう求めたり、その他不当な働きかけを行わないで下さい。 

(２８) 第 1 号介護予防支援事業者等に対する利益供与の禁止 

利用者に対し特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、第 1 号介護予防

支援事業者等に対し、金品その他の他の財産上の利益を供与しないで下さい。 

(２９) 苦情処理 

ア 利用者や家族等からの苦情を受け付けるための窓口を設置する等し、苦情に対して迅速か

つ適切に対応して下さい。 

イ 相談窓口、苦情処理の体制や手順については、利用申込時に文書等にて説明をするように

して下さい。 

ウ 苦情を受け付けた場合には、受付日やその内容等を記録して下さい。 

エ 利用者や家族等からの苦情に関し、市川市による調査を実施することがあり、必要な場合

には改善を指導または助言する場合もあります。また、改善の内容の報告を求めることもあ

ります。 

オ 利用者や家族等からの苦情に関し、国民健康保険団体連合会が実施する調査に協力すると

ともに、改善の指導または助言を受けた場合には、必要な改善を行って下さい。また、改善の

内容の報告を求められた場合には、報告するようにして下さい。 

(３０) 地域との連携等 

ア 介護相談員派遣事業等、市川市が実施する事業に協力するよう努めて下さい。 

イ 事業所の所在する建物に居住する利用者だけでなく、他の建物に居住する者に対してもサ

ービスを提供するよう努めて下さい。 

(３１) 事故発生時の対応 

ア 万が一、サービスの提供により事故が発生した場合には、市川市、保険者である市区町村、

家族、第 1 号介護予防支援事業者等に対し速やかに連絡をして下さい。 

注）事故の報告については、集団指導資料【全サービス共通】のＰ７を確認して下さい。 

イ 事故の状況および対応の内容について記録をして下さい。 
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ウ 事故が発生した場合には、その原因を解明し、再発防止策を講ずるようにして下さい。 

エ 賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行って下さい。 

注）賠償すべき事態が発生した場合、速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入してお

くか、または賠償資力を有していることが望ましいです。 

オ 事故が発生した場合の対応方法について、あらかじめ定めておくことが望ましいです。 

(３２) 虐待の防止 

虐待の発生またはその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じて下さい。 

ア 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができます。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底

を図って下さい。 

イ 事業所における虐待の防止のための指針を整備して下さい。 

ウ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施して下さい。 

エ 上記に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置いて下さい。 

(３３) 会計の区分 

事業所ごとに経理を区分し、介護予防訪問型サービス事業の会計とその他の事業の会計を区

分するようにして下さい。 

(３４) 記録の整備 

次の記録を整備し、２年間保存して下さい。 

注）ア、イおよびキについては５年間保存して下さい。 

ア 介護予防訪問型サービス計画 

イ 提供した具体的なサービスの記録 

ウ 身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）の態様お

よび時間、その際の利用者の心身の況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

エ 上記⒃の通知に係る記録 

オ 苦情処理に関する記録 

カ 事故に関する記録 

キ 従業者の勤務の記録 

(３５) 暴力団員等の排除 

事業者の役員等は暴力団員等または暴力団密接関係者であってはなりません。 

(３６) 介護予防訪問型サービス事業の基本的取扱方針 

ア 利用者の介護予防に資するよう、目標を設定し、計画的に行って下さい。 

イ サービスの質の評価を行い、常にその改善を図って下さい。 

ウ 利用者ができる限り要介護状態とならないで自立した日常生活を営むことが出来るよう常

に意識しサービス提供にあたって下さい。 

エ 利用者がその有する能力を最大限活用することができるようサービス提供に努めて下さい。 

オ 利用者とのコミュニケーションを十分に図ること等により、主体的に参加できるような働

きかけに努めて下さい。 

(３７) 介護予防訪問型サービス事業の具体的取扱方針 

ア 主治医または歯科医師からの情報やサービス担当者会議等により利用者の心身の状況やそ

の置かれている環境等日常生活全般の状況の適切な把握を行って下さい。 

イ サービス提供責任者は、上記の状況および希望を踏まえて、目標、目標達成のための具体

的なサービス内容、サービス提供を行う期間等を記載した計画を作成して下さい。 
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ウ すでに第１号事業サービス計画等が作成されている場合は、当該計画に沿って作成して下

さい。 

エ サービス提供責任者は、介護予防訪問型サービス計画の作成にあたっては、その内容につ

いて利用者または家族に対して説明し、同意を得て下さい。 

オ サービス提供責任者は、介護予防訪問型サービス計画を利用者に交付等して下さい。 

カ サービス提供にあたっては、介護予防訪問型サービス計画に基づき利用者が日常生活を営

むのに必要な支援を行って下さい。 

キ サービス提供にあたっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者または家族に対し、サ

ービス提供方法等について理解しやすいように説明を行って下さい。 

ク 介護予防訪問型サービス事業に係るサービスの提供に当たっては、当該利用者または他の

利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはなりません。 

ケ 身体的拘束等を行う場合には、その様態および時間、その際の利用者の心身の状況ならび

に緊急やむを得ない理由を記録しなければなりません。 

コ サービス提供にあたっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもって提供を行

って下さい。 

サ サービス提供責任者は、サービス提供の開始時から、少なくとも１か月に１回は、介護予

防訪問型サービス計画に係る利用者の状態やサービス提供状況について、第 1 号介護予防支

援事業者等に報告するとともに、当該計画に記載した期間が終了するまでに少なくとも１回

は、当該計画の実施状況の把握をして下さい。（以下「モニタリング」という。） 

シ サービス提供責任者は、モニタリング結果を記録し、第 1 号介護予防支援事業者等に報告

して下さい。 

ス サービス提供責任者は、モニタリング結果を踏まえ、必要に応じ計画の変更を行って下さ

い。 

(３８) 介護予防訪問型サービス事業に係るサービスの提供に当たっての留意点 

   サービスの提供に当たっては、介護予防の効果を最大限高める観点から、以下に掲げる事項

に留意しながら行って下さい。 

  ア サービスの提供に当たり、第１号事業サービス計画等の作成に当たって行われるアセスメ

ントにおいて把握された課題、サービスの提供による当該課題に係る改善状況等を踏まえつ

つ、効率的かつ柔軟なサービス提供に努めること。 

  イ 自立支援の観点から、利用者が、可能な限り、自ら家事等を行うことができるよう配慮す

るとともに、利用者の家族、地域の住民による自主的な取組等による支援および他の福祉サー

ビスの利用の可能性についても考慮しなければなりません。 

(３9) 介護保険等関連情報の活用とＰＤＣＡサイクルの推進 

サービスの提供に当たっては、介護保険等関連情報等を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイ

クルを構築・推進することにより、提供するサービスの質の向上に努めなければなりません。

この場合において、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ：Long-term care Information  

system For Evidence）」に情報を提出し、当該情報およびフィードバック情報を活用するこ

とが望ましいです。 

(40) 書面の作成等に関する特例 

ア 作成、保存その他これらに類するもののうち、書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、

副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙
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その他の有体物をいう。以下同じ。）で行うことが規定されているものまたは想定されるもの

については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができます。 

注）被保険者証によって被保険者資格や認定期間等を確かめる場合には、電磁的方式で保存

したデータではなく、原本（被保険証）を確認して下さい。 

注）被保険者証に記載の認定審査会の意見を確認する場合には、電磁的方式で保存したデー

タではなく、原本（被保険証）を確認して下さい。 

イ 交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもののうち、書面で行うことが規定さ

れているものまたは想定されるものについては、相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的

方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によっては認識することができない方法をい

う。）により行うことができます。 
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第２章 介護報酬 

１ 基本単位について  

⑴ 第１号訪問事業費（Ⅰ） 1,176 単位 

週に１回程度 

⑵ 第１号訪問事業費（Ⅱ） 2,349 単位 

週に２回程度 

⑶ 第１号訪問事業費（Ⅲ） 3,727 単位 

週に２回程度を超える回数 

注）生活援助従事者研修過程の修了者が身体介護に従事した場合は、当該月において算定ができ

ません。 

注）次のサービスを受けている方は算定できません。 

・ 介護予防特定施設入居者生活介護 

・ 介護予防小規模多機能型居宅介護 

・ 介護予防認知症対応型共同生活介護 

注）介護予防訪問型サービス事業の複数事業所の併用はできません。 

 

２ 加算・減算について  

⑴ 高齢者虐待防止措置未実施減算 

   厚生労働大臣が定める基準第 129 号の６を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施

減算として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算します。 

注）事業所において高齢者虐待が発生した場合ではなく、介護保険法施行規則第 140 条の

63 の６第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準の第 36 条に規定する措置を講じて

いない場合に、利用者全員について所定単位数から減算することとなります。具体的には、

高齢者虐待防止の対策を検討する委員会を定期的に開催していない、高齢者虐待防止のた

めの指針を整備していない、高齢者虐待防止のための年 1 回以上の研修を実施していない

または高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていない事実が生じた場

合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、事実が生じた月から 3 月後に改善計画に

基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認

められた月の間までについて、利用者全員について所得単位数から減算することになりま

す。 

 ⑵ 業務継続計画未策定減算 

   厚生労働大臣が定める基準第 129 号の７を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算と

して、所定単位数の 100 分の 1 に相当する単位数を所定単位数から減算します。 

注）介護保険法施行規則第 140 条の 63 の６第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準

の第 26 条に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさな

い事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から基準に満たない状況が解消される

に至った月まで、当該事業所の利用者全員について、所定単位数から減算することとなり

ます。 
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⑶ 介護予防訪問型サービス事業所と同一の敷地内もしくは隣接する敷地内の建物もしくは介

護予防訪問型サービス事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い 

（同一建物減算） 

  当該事業所の所在する建物と同一の敷地内もしくは隣接する敷地内の建物もしくは当該事

業所と同一の建物（以下この注において「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者

（１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者を除

く。）または１月当たりの利用者が同一の建物に 20 人以上居住する建物（同一敷地内建物

等を除く。）に居住する利用者に対して、介護予防訪問型サービス事業を行った場合は、所

定単位数の 100 分の 90 に相当する単位数を算定し、１月当たりの利用者が同一敷地内建

物等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者に対して、介護予防訪問型サービス事業を

行った場合は、所定単位数の 100 分の 85 に相当する単位数を算定する。ただし、別に厚

生労働大臣が定める基準第 129 号の８に該当する介護予防訪問型サービス事業所が、同一

敷地内建物等に居住する利用者（１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住

する建物に居住する利用者を除く。）に対して、介護予防訪問型サービス事業を行った場合

は、所定単位数の 100 分の 88 に相当する単位数を算定します。 

⑷ 初回加算 200 単位 

新たに介護予防訪問型サービス計画を作成した利用者に対し、初回もしくは初回の介護予防

訪問型サービス事業を行った日の属する月に、サービス提供責任者が自ら介護予防訪問型サー

ビス事業を行う場合または他の訪問介護員等が介護予防訪問型サービス事業を行う際に同行し

た場合に算定できます。 

⑸ 生活機能向上連携加算 

ア 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 100 単位 

サービス提供責任者が、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーシ

ョンまたはリハビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法

士または言語聴覚士（以下「医師等」という。）の助言に基づき、生活機能の向上を目的とし

た介護予防訪問型サービス計画を作成し、当該介護予防訪問型サービス計画に基づく介護予

防訪問型サービス事業を行った場合に算定できます。 

イ 生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２00 単位 

利用者に対し、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーションまた

はリハビリテーションを実施している医療提供施設の医師等が介護予防訪問リハビリテーシ

ョン、介護予防通所リハビリテーション等の一環として当該利用者宅を訪問する際にサービ

ス提供責任者が同行する等により、当該医師等と利用者の身体状況等の評価を共同で行い、

かつ、生活機能の向上を目的とした計画を作成した場合であって、当該医師等と連携し介護

予防訪問型サービス計画に基づく介護予防訪問型サービス事業を行ったときは、初回の介護

予防訪問型サービス事業が行われた日の属する月以降３月の間、１月につき算定できます。 

注）アを算定している場合イは算定できません。 

⑹ 口腔連携強化加算 ５０単位  

従業者が口腔の健康状態を評価した場合において、利用者から同意を得て歯科医療機関と介

護予防支援事業所の担当職員、介護支援専門員または第１号介護予防支援事業に従事する者へ

情報提供をした場合に加算されます。 

歯科点数表の C000 歯科訪問診療料の算定の実績がある歯科医療機関の歯科医師または歯

科医師の指示を受けた歯科衛生士に相談できる体制を確保し、その旨を文書等で取り決めして
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おくこと。そのうえで、加算は月一回限りです。 

また、次のいずれにも該当しないこと。 

ア 他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、栄養状態のスクリーニン

グを行い、口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）を算定している場合を除き、口腔・栄

養スクリーニング加算を算定していること。 

イ 当該利用者について、口腔の健康状態の評価の結果、居宅療養管理指導が必要である

と歯科医師が判断し、初回の居宅療養管理指導を行った日の属する月を除き、居宅療養

管理指導事業所が歯科医師または歯科衛生士が行う居宅療養管理指導費を算定している

こと。 

ウ 当該事業所以外の介護サービス事業所において、当該利用者について、口腔連携強化  

加算を算定していること。 

⑺ 介護職員等処遇改善加算 

利用者に対し、介護予防訪問型サービスを行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、1 月

につき次に掲げる所定単位数を加算します。ただし、いずれかの加算を算定している場合にお

いては、その他の加算は算定しません。 

ア 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)   

基本単位に加算減算を加えた単位数の 1000 分の 245 に相当する単位数 

   次に掲げる基準のいずれにも適合する場合に算定が可能です。 

(ア) 介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、

賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等処 遇改善加算の算定見込額以上となる賃金

改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。  

① 当該介護予防訪問型サービス事業所が仮に介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)を算定した場

合に算定することが見込まれる額の ２分の１以上を基本給または決まって毎月支払

われる手当に充てるものであること。 

② 当該介護予防訪問型サービス事業所において、経験・技能のある介護職員のうち一人

は、賃金改善後の賃金の見込額が年 額四百四十万円以上であること。ただし、介護職

員等処遇改善加算の算定見込額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善

が困難 である場合はこの限りでないこと。  

(イ) 当該介護予防訪問型サービス事業所において、(ア)の賃金改善に関する計画、当該計画に

係る実施期間および実施方法その他の当該事業所の職員の処遇改善の計画等を記載した介

護職員等処遇改善計画書を作成し、全ての職員に周知し、市町村長に届け出ていること。  

(ウ) 介護職員等処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の

悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業 の継続を図るために当該事業所の職員の

賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容に

ついて市長村長に届け出ること。  

(エ)  介護予防訪問型サービス事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善

に関する実績を市町村長に報告すること。  

(オ) 算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、最低賃

金法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働 に関する法令に違反し、罰金以上の刑に

処せられていないこと。  

(カ) 当該介護予防訪問型サービス事業所において、労働保険料の納付が適正に行われている

こと。  
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(キ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

    ① 介護職員の任用の際における職責または職務内容等の要件（介護職員の賃金に関する

ものを含む。）を定めていること。 

    ② ①の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

  ③ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施また

は研修の機会を確保していること。 

  ④ ③について、全ての介護職員に周知していること。 

   ⑤ 介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組みまたは一定の基準に基づき定

期に昇給を判定する仕組みを設けていること。 

   ⑥ ⑤について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。  

(ク) (イ)の届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するもの

を除く。）および当該職員の処遇改善に要する 費用の見込額を全ての職員に周知している

こと。  

(ケ) (ク)の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表 

していること。  

(コ) 訪問介護費における特定事業所加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)のいずれかを届け出ていること。 

イ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)  

基本単位に加算減算を加えた単位数の 1000 分の 224 に相当する単位数 

ア(ア)から(ケ)までに掲げる基準のいずれにも適合する場合に算定が可能です。 

ウ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)  

基本単位に加算減算を加えた単位数の 1000 分の 182 に相当する単位数 

ア(ア)①および(イ)から(ク)までに掲げる基準のいずれにも適合する場合に算定が可能です。 

エ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)  

基本単位に加算減算を加えた単位数の 1000 分の 145 に相当する単位数 

    ア(ア)①、(イ)から(カ)まで、(キ)①から④までおよび(ク)に掲げる基準のいずれにも適合する場合

に算定が可能です。 
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